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局 木 寿  一*

1 は し が き  V .

. . . . . .  .’.： . . .'.

近世臟学の主流において,第一の綜合_ 発点は, アダム . ス ミ ス の 「酿 論 」 . （1776年）であ 

り，第二の線合的出発点はアドルフ. フグナアの「財政学」（1877年) で'あると云えよう。

フグナア（Adolph W a^er) の財政学はラヴ（K, H. Ran)の財政学から出発し，シ立タイン(L. Stein) 

の再生産説，シェフレ（A‘ E. Scu ffle )の社会有機体説の強い影響を受けているが， ワグナアの r■財 

はシュタイン, またワク’ナアと同時代のシェフドよりもダ内容の整備された包括的な財政学 

体系を提示している。そして第 1 9 世紀の第4 四半期から第卻世紀の第 1 四半期における財政学 

の主流は， ワグナアを中心とするドイツ系財政学であった。 経済学におい . て， アダム •スミスの  

「国富論J を出発点とするイギリス経済学が正統派経済学であると云われるように,財政学における 

正棘派財政学と云えば，ワグナアの「財政学」を出発点とチるドイツ系財政学を意味したと強調する 

ことができよう。ウグナアを中心として発展してきたドイツ系財政学は，いまもなお，財政学におい 

て強い支配力を持っているということができよう。シュメルダ-ス教授 ( G .  Schmolders)が，その「粗 

税の一般理論j の日本版 (中村英雄教授訳）に送った序文 (1967年 7 月3 日附) で 「……現突への接近 

に大きな関心をよせ■るし.とはトイツ財政学の伝統である……何か架空のモデルに出発点を求めると 

とは許されない…“ . j ど云っているととは， ドイツ財政学の特徴を端的に強く表明していると思う 

わが国に経済思想史または経済学史の著作は多いが,近世初期から興代にいたる財政思想史ま た ■

•は財政学史の著作は極めて少い。そのためにわれわれk 甚だしぐ不便を感じた。.20年前に私は拙著 

r近世財政思想史」（昭和24年 3 月刊行）の序文にもそのことを書いたが,、いまに到ってもほぼ同じ 

状態でばなV、だろうか。私はその書物の執筆を進めてt 、るう.ちに強烈な病気に製われ,友人たちも 

これで私が廃人になるか.死ぬかと思ゥたほどである。幸に生きて約2 0 年がすぎてしまった。そ の ‘ 

■ ，近世財政学の主流について書き改めたいと思いながらも,なかなが進まない 

てしまっ今。とこに提乐するワグナア，の財政学説に関述する課題は, いまやっと書# 改めている草
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における主要課題の解釈
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7 ドルフ• ヮグナアの「財政学』における主瘐課題の解釈

稿の一部である。もし読者が，ヮグナァの財政学について，資本主義の帝国主義への移行段階— 第 

1 段階における代表，的な財政学説である.という意味を，全 $ 無視されるならば，かってドッブ（Dobb) 

がその著「政治経済学と資本主義」（1950年）の第7 萆 「帝国主義」で，現代の経済学者が帝国主義 

について語ることが少く，それは経済学者の領域外の問題であるかのようにさえ観ていることは， 

一層に驚くべきことである」（岡 稔 訳 215頁参照）と云っていることに私も同感を持つであろう。

ここにヮグナァの大著「財g t学j の主要な部分を，近代財政学の研究にいまもなお何らか’の茁要 

性を持つと思う課題を抽出し，またその歴史的性格を検討して行くことにする（ただし，これまでに 

ヮグナァ{■こついて私が書いたものと通抜している部分があることを許されたい）。

2 ヮグナァの「財政」に関する基本観念

ヮグナブは国民経済における異なる組織原 理 に よ っ て （1)私経済的または個人主義的組織（2)、 

共同経済組織と， ⑶ 慈 善 的 （caritativ— 註 博愛の精神による結合の）組織があるという。 これら3 

つの経済組織が結びついて，国民経済全体を形成している。それは目的意識を持つ人間の行動を通 

じて結びつけられている（ヮグナァは，この3 つの経済組織の組織原理の相遠は，経済行動の相遠を決定して 

いる動因M otiveが異なっているということに婦するという意味で，心理的な相違ein psychologischer Unter- 

schiedであるという）。

；国民経済全体は，これら3 つの経済組織の結合（Combination)に依存している。また諸国民の国民 

経済は，その歴史的発展において，これらの3 つの経済組織の結合 (註結合の関係）が変化するこ 

.と.によって，•その特色を持つこ』とになる（Grundle贫ung der politischen Oekononiie. 3. Auflage, 1892, SS. 

772〜7 7 9参照;L

そして，国民経済における強制共同経済の最高の形態は，国家であるという（S. 8 7 7参照)。

ヮグナァは「財政学」箄 1 部の序論の最初に, 「国家およびいわゆる自治体（Selbstverwaltungskiirper) 

は，公共的または強制共同経済の形態として,国民生活全体のために任務を遂行しなければならな 

い一 一 その任務の遂行のために，国家および自治体は，他のいずれの経済とも同じように，国家， 

自治体に喪求されてし、る各個の給付（Leistungeii)を作出するために，生産手段すなわち労働力• 

資本土地などめ生産手段に関する秩序ある処理（V erfugung)を必要とす_ることになるという 

(Finanzwissenschaft, Erster Theil,3. Auflage, 1883，S . 1 參照）。 .

ヮグナァの解釈では，財 政 （Finaimvirtschaft)は, 国家を行政において代表している機関（das den 

Staat iri der Verwaltung vertretende Organ), すなわち政府（Regierung)を経済主体(Wirtschaftsaubject) 

とする個別経済（EinJielwirtschaft)である。

財政は個別経済としては, 多くの点において一殊に政府が市場で丨II _ な販売を行なうために，

— 2(110) —  '
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• ワグナアの「財政学1 における主职課願の铋溆 

全くまたは主として，私 経 済 的 叢 の 原 則 に 従 っ て ，成る財，_ こ物財を生産するという領域にぉ 

I て は 他 の 個 別 経 済 と 本 ^^的 に 同 嵇 の も の （wesentiieh gleichartig) るという (g. 9- —-こごで 

ヮグナアが’ 「多くの点に姑、て .•••••本質的に同種のものがある」と云うのは，森林，鉱山，'鉄道などの国常.

公営事業の経営，国有•公有財産の管理の場合のことを致っているのである）。

赚 は 有 麵 （货幣）を 麵 し て ，それをもって, h 家が強制共同経済として，国家に課せられて 

いる任務を類するために， 主 と し て 無 形 財 一 「公共諸施設，用役給付」 — Guter— 

，，dffCntliche EinrichtUngen；，Dienstleistungen)を作出する。 したがぅて， 国家ど財政を！ら め 経 济 総 ' 

体として（alS Ein Wirts6hafts餅nzeS) 把握すれば，主として有形財から無形財への転換過程(Umse_ 

tZungsprocess) であるということになる。 し，もその無形財は，国民経済全体にとっても，すべての 

個人の私経済的活動にとっても，欠くことのできないもの（u補 ehr脑 keit)であるから， こ れ ら .

の国家給 付 （Staats leitungen— - 註ヮグナアにぉいては主として用役給付）は, . 国家もまた財政も_____, , 

ま た 臟 は そ の 、消費経済部門にぉいてさえも— 国民経済的意義にぉいて箸：しく生産的なもの 

(eminent p ,odu ctiv )であると云わざる.を得ない。 しかし, 個々の国家活動のを術的生産性また経济 

的生麵を完全に判定することは_ である。極めて多くの場合に，国家的共同経済の性質にした 

かって，例えば国象活動の主要な讀领域（Hauptgebiete}にぉける給イ寸にっいては，法 的 秩 序 ぉ よ び 醫  

法的保護の場合(例，軍備，治安の保持）にぉけるように，国家の各個の給付は個別的(specie⑴に は 売 |  

却されない(印eciell unverkauflich).国家の場合には，そのほかの強制共同経済— 市町村 (Gemdnde) |

を含めて一 -他のいかなる共同経済ぉける場合よりも，なぉ多く，雄に-般的な報償関係の原則 

(DaS Pi’mcip der bl^ s  generellen Entgeltlichkeit)だけが行なわれる。すなわち，共同経済的な生産過 .

程か行なわれる。その費用は，特別の給付と反対給付という通常の私経済的な原則に従って充たさ 

れないで，国家によっす- 方的に決定される方法で充たされる— 個々人が国家の利益をうけ.おる 

しとについて麵的に計算してみるこどをしないで , 国家によo て一方的に決定される方法で充た 

されるのである（S S .13〜14参照)。 ’

ヮグナアの解釈においては，財政は，国家および公細体の目的を歸けるために財貨— 特に 

知幣を調達し使用する特有な経済（eine. eigene Wirtschaft)であ■って，公共家計または圍宇^^十 

(der offentliche Haushalt, Staatshaushalt)である。 ヮグナアにおいては，財政と国家(公共）家計とはff?J 

じ意味のものと理解ざれている。

その財政の学問またはその財政に関する学問が財政学であって, 財政の経済的性質（註 公 共 給 付 ,

を作出するという意味で， 1つの生産経済であるという性質）を考慮して，国家または公共団体( m m  

か,その強制共同経済としての職分にとって必要な財貨（時に貨幣)の調達と使用のために行なう経 

済の字問であると宠義することになろうという（s. 5, SS. 7 - 8 参照 >ン

3 (1 1 1 )
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アドルフ• ワグナアの「財政学』における主瘐課題の解釈

3 財政学の理論的任務と実践的任務
:广.：へ....' •

. ' ド. . ，. . . ：. ： ： ■ . . , ■

； ヮグナァほ「財政学は実体的には（mat6riell)或いはその内容（Inlm lt)から沄えば，政治経済学の，

一 部 (ein Theil der Politischen Oekonomie)であるが，形式的には（fornell)国家学の一部である。財政

: 学は2 つの本質的に異なづている任務(Aufgaben)を持っているj という。

第 1 の任務は理論的任務であり，第 2 の任務は実践的任務である。

! 財政学の第1 の任務= 理論的任務は, 歴史的な経験において，国家その他の公共体のために物的手

段 (例えば貨幣)..か，（経験的）事実として(thatsSchlich)/:いかにして調達され使用されたか，またいま

もいかにして調達され使用されているかを示さなければならない。これが財政学の主要な任務であ

って，こ.の点については財政学は主として観察科学（Beobaehtungswissenschaft).であ.る。麼史と統計か

i ら研究資料をとって，財政の発展と構成一— 特に財政収入部面（主領地収入. 特権収入.租税収入•課税

: の種類と形態• 公債そのほか）の発展と構成における因果関係 (die Causalzusammenhangc in der Ent-
\ ■ , ■ ■. - 
； wicklung und G esta ltu n g )を明らかにして，社会共同生活の社会的• 政治的 . 殊には経済的諸要因，

’ といかなる依存関係があるかを示して，その結果として明らかになる財政の発展法則（Ehtwiddungs- 

! ' gesetze)を確認する（feststellen) ■ことに努める。 ぺ

： • 浓 2 の任務= 実践的任務は，実際財政問題の科学的解決ということであるが，それは個々の財政の.

； •具体的な諸関係（註諸問題）の解決ということではなくて，経験から得たまたは確証された，或い 

: はまた演繹的に推論された財政学の一般原理を, 実際問題の解決の指導準則(Richt加hnur—導きの糸)

として提示し得る限りにおいての科学的解決という意味である。したがって,理論的任務の解決が■

丨. 奭践的任務の解決のために（部分尚theilweiseではあるが）予めの用意となるというのである(Finanz- 

! wissenschaft, Dritte Auflage, Erster Theil. SS .,16〜7)。

: (註） このヮダナ7 の財政学の任務に関する解釈は経験科学としての財政学の任務を朋確に規定している& 
現代においても，なおHi袈な意味を持っている。

. . . . . . .  、.

I ' ! 4 財政の社会政策的役割

i '  .
! ヮグナァは, 財政とその学問である財政学は新しI v 「社会時代の段階」 (cine ..Bociale*1 Phase)に人 

；. っていると云う。法哲学 • 国家哲学 • 政治理論において有機的 • 歴史的国家観が現われ,国家は人 

丨間の社会集団生活の絶対的な必要条件であるとともに,最高の形態であると認められるにいたった .。,

! • また国民経済的にも，国家は強制共同経済の最高形態として, 他の.弥制共同経済との密接な結合に 

おいて，国民の离実の全体経済（wahro Gesammtwirtschaft)となっている。 国家財政の収入と支出

— 4 ,(1 1 2 ) —

ナアの「財政学J における主^ g の 辦 伊 '  .

は，経済財の生産と分配の過裎において有機的地位を占めている。酿は有形財を無形財に転換し， 

私経済の物的財貨を国家の用役給付に転換し,また闕経済に対する直接および間接の卿によっ 

て，国家給付を再び財貨に転換する•手段としてめ機能を持っている。

新し.い国民経済学も，主として国家によって代表される共同経済組編私経済組織との問に相互 

依存と補完関係が在ることを認め，まだアダム . スミスの古典贿学派の理論および由由競争制度， 

に大きな疑念を持つにいたっ T V 、る。私経済的生産および鋳の私有財摩序— 殊に資本と土地の 

所荷- これを細とする国民所得の分配は，_ 的意義とともに，決定的な社会的意義を持ち，近 

代の営利経済社会における階級および個人の社会的勢力(権力) 関 係 (die socialen Machtverh, ltnisse)

は，それによって特徴を持つようになっていることを認めている。また同時に経済学は，国家が直

接または間接に国民所得の分配および社会的勢力関係に対しで，国家の活動方法— すなわち臟収

入め.便用（経費）により，また粗税 • 公債などの収入調達の方法}•こよって，影響か与えていることも 

認めている。

そこで財政に一 したがっ て ま た財政学に2 つの要求が生ずることになる。

第 1 には，経 費 • 国有財産•租税公債そ他の運営によって生じている経済的•社会的弊紐をで 

■ きる眼り，除去するように織することである。 f t  h b i , 国家_および収入制度とは関係のな 

い経済的 • 社会的弊害を，適切な社会政策か，または場合によっては，臟手段を使州して除去す 

るしとである。その結果として，多くの新しい国家活動を行なうために財政需要の変化となり，一 

般に財政需要の増大となる。また純財政的見地と並んで「社会的租税政策』 （S06iale Ste卿 。職 )の  

見地にJAって，現在の纖秩序を基礎として自由競争によって生ずる国民所得め分配を，課磁制度 

を手& として修I E しようと去う目的が生ずる。いわゆる「社会問題」が麻学にも影響して，財 政 . 

学を社会時代と云う段! # に導くと云うのが，ワグナアの論旨である(Finanzwissenschafti Erstor Theil 

3 Auflage. 1883. SS. 45〜48 参照）。

ぅ’ノナアはドイツの代麵な社会政策論者の1 人であったが,彼の社会改良麵の般も本質的な 

実践的な点の1 つは，その租税細 i であるという。既存の臟および所得の分配関係を，財政政策 

殊に租税政策によって修正しよ、と主張している。これがワグナアの提唱する 「社会的財政政策』 

<sociale Finanzpolitik)であって， ワグナアの財政学に1 つの特徴を持つことになる 

ワクナアは， もし（社会の〕最も太きW 人麻ぬなI f e ト系(die gr&stenin纖 nKatas_ ^

ければならないとすれば，このような社会的財政政策は必ず避け得な^、一 必̂至 (unausbleibIich)で 

あり，また年当でもあると思うと強調している（S. 4 9 参照)。

またワグナアは祖税原則論に瞧して，租税政策 ‘ 粗税制度の近代的段階はr課税の社会的時代■ 

<Sociale Epoche der Beateuenmg)でもるとも云う（本誌13-4貢参照)。 .



7 ドルフ• ワグナアの「財政学」における主袈課題の解釈

| 5 ヮグナァの財政学説の基本的性格の吟味

： ヮダナァは签本的には資本主義経済秩序を承認して，その社会経済的秩序の内で生ずる弊害をヮ

, グナァがいう「社会的財政政策j によってできる限り，修正することを強調する。すでに現われて

- いる摩擦—— 弊害をそのままに放置しておけば, その拡大の結果は資本主義社会秩序の崩壊に導く.

； 危険を含んでいることを警告しているのである。その社会的♦経済的弊害と摩擦が次第に強く表面■

5 に現われてきた現実の事態= 社会経済的事突を反映する問題意識であることを意味している。それ

； は資本主義経済の1 つの段階= 自由產_ 資本主義から独占資本主義— 帝国主義へ移行している段階

^ で f oった。第 1 9 世紀の第4 四半期（ドィッ帝国の成立を出発点とする急速な拡大発展期）におけるヮグ

： ナァの財政学説の歴史的性格は，基本的には独占資本主義の段階—帝国主義的発展に移行する段階.

1 の財政学説という.ことである，その歴史的特徴はヮグナァが国家経費—— 軍事費（膨脹）の合目的性

' を 「国民の発展欲望j と 「予防主義j を根拠として是認していることにも現われている。

: ヮグナァ租税原則論においても，軍事費を根幹とする国家経費の膨張に対して，「充分に，可動

: 的 な （弾力性ある) j 租税収入を調達するという「財政政策的原則」に最優先の順位が与えられている„

? そして租税の社会政策的目的—— 社会的租税政策の要求は，租税原則論の1*公正原則」のなかで現わ

れているにすぎない(本誌ie頁，I9〜奶頁参照)。「財政学が社会時代の段階j に入っているという表現

； は, ま た 「課税の社会的時代」であるという表現は，当時とすれば目新らしく，人々の注意を喚起

' ■ したに違いない。 しかし，ヮグナァの財政学の実体的内容を検討すれば，その歴史的性格の基本的

： 要素は, 帝国主義的段階に移行しつつある段階の資本主義的財政学説である。社会 (政策）的財政学

という性格は，全く派生的または附随的な要素である。

? しかるに，多くの財政学腐に（わが国の財政学書を含めて)，ヮグナァの財政学を社会政策的財政学と特徴.
;： づけられていることに，私はかねてから疑問を持っている。それは基本的特徴ではなくて，派生的♦附随的 

: な特徴であることを，ここに特に強く表叨しておく。そのように理解しなければヮグナァの財政学の性格の 

' 越本的な把握を誤ることにもなると思うからである。

I . - ■ .

丨丨 6 国 家 の 固 的 と 任 務  ’
i レ：.'.' • . - '
J ヮグナァは，財政と国家（公共）生活の発展との依存関係を示すことによって，経费論の前提を示
i -
j している（それがヮグナァの経费論の出発点になる）。

丨 财 政 は 国 家 が ，その職分を遂行するために必要とする物的手段（財貨, 貨幣〉を調達しなければな 

らない。そのことから必然的に，財政の規模 .(外部的腌四) はその時における国家の任務• 活f j の施 

P月および性質（内容）によって规矩されること’になる。このことは他の公共団体の家計= 財政の場合

6 (1 1 4 ) ----
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アドルフ•ヮグナブの「財政学」における主要課題の解釈

にも当てはまる。すなわち，財政の支出経済は国家活動範囲と内容に處接に依在している。財政炉 

要はこの国家（公共）活動によって構成され，また変化する。財政需要の措成は财政学においては哉 

礎づけられない。国家学（特に行政学）および一般国民経済学において驻礎づけらるべきである財 

政学はこれを受けとって，その出発点とする。そしてヮグナアは，財政学自体としては国家活動の 

紛成とその発展かち必然的に生ずる財政的fjg•結 果 （出6 flanziellen Consequonzon) ，を捉える一引き出 

す (ziehen)だけであるという（S. 6 3 参照h

そ、ニで，诚制共同経済組織一般特に国家を国民経済的に観察する場合に，財政学が特に留意 

しなければならない3 つの事項があるという。それは， ⑴ 国 家 （その他の公共体）の因的と任務一 

それを遂行するために行なう個々の諸活動，（2) 近代文明世界におけるその諸活動の拡大発展の炉 

則， ⑶進歩発展している国家生活においては，鎮圧主義（Reprcssivprincip)よりも予防屯義（P技ven_ 

tivprincip)が優位を占めていること—— この3 つの点である（S. 6 3 参照)。

绾 1 の重要事項として示されている国家（公共体）の目的と任務一それを遂行するための活動と経 

費の関係については，次のように述べている。

強制共同経済組織は，そのうちでも特に国家は，時には強制的な権力的干渉を加えて，個人の私

的利益を共同社会の目的のために服従させねばならないことがあるが，それによって社会全体およ

びその構成貝としての個人の生存条件，国民経済の発展の諸条件，全体および個人の倫理的ほ的を

保全しなければならない。国家および強制共同経済組織は，私経済組織との結介状態において，た

えずその結合の状態が変化している。 したがって国家および強制共同経済組織によって作出される

べき給付を最終決定的に確定することはできない。その結果として，財政の範囲と活動についても

固定的な限界を定められないという重大な結論が出てくることになる。それ故に，国家収入が，根

本的に安定はしているが（固定していて)，可動性（弾力性）が丨全くないような収入，または可動性に

乏しい種類の収入.だけに頼っていることなどは不合理なことになる。また公共家計においては,節約

の原則は，たた相対的な重要性を持つにすぎないということになる（.ヮ.グナァは，財政は歴史的現象に..

嵐するしと歴史的範晦に属すること，財政手段の合目的性は歴史的‘ 相対的な姓質を持つことを於，!ぞして 

強調している）。

ヮグナアは，個々の国家（沾動）の個々の給付を， 2 つの有機的に結合されている国家丨丨的____法

的 ♦ 権力的目的と文化的•厚生的目的とに区別する。これらの目的の遂行は1 つの給付体系(System 

von Leistungen)を生ぜしめ，同時に財政の経費（Ausgaben)の体系または財政需要（Finanzbedarf)の 

体系となる。国家H的を遂行する手段として現われるのは，憲法に驻づく最高中枢機関または国家 ' 

権力の最咼執行機関，次ぎには財務行政であるが，それら自体としては国家因的のための手段にほ 

かならないのである（S, 6 4 参照)。

ヮグナアは近代国家の経费= 財政需喪についてm的別の区分を求している。.すなわち，’⑴斑法に驻づぐ最高.‘.....

™ 7 (,115) ^ 一‘
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ii アドルフ. ワグナアの「財政学」における主瘐課題の解釈 ‘

1/\ ，中枢機関の経費は，主権若の経費，議会費，枢密院費，内閣費など，⑵法的•権力的自的を遂行するための 

- ' • 経毀は，司法費，警察費，外交費，軍事費など，⑶文イ匕的• 厚生的目的の遂行のための経費は，（a)狭義の内 

ド •' ■ - 行 政 費 （b)国民経済行政費(註） （C)教育♦文化 • 宗教の行政費など* ⑷財務行政費は，官業•官有財産の 

；/ ； . . 経営赞理费，徵税費，公債費，財務官庁费などに区分している（SS. 64〜6 8 参照)。それがヮグナァの経费各 

U• . パへ論の主題となる。

ス ；' 1 ! (註） ヮグナァの経费の目的別の区分において「国民経済行政費」が，⑶文化的および厚生的目的の遂行 
, • の た め の 財政需要（於 inanzbedarf zur Durchfiihrung des’ Ciiltur-und WoWfahrtszwecks) めうちに区 

'ゾ 分されていることは, 現代の観念からみれば奇異に感ぜられることがあるかもしれない。

?；,：； しかL このヮグナァの解釈も，資本主義経済が帝国主義の段階に移行しっっあった時期における財

し 、 ' 政の役害丨』に関する意識の1 っの現われでったと云えよう。それはまたヮグナブがいう「社会政策的

ン . 、_ 財政政策j なるものの実質的内容に関連することにもなろう。 ■

■Vr/..v' ■ . . . . .

、 ，， v 7 国 家 用 役 の 評 価

良 1 • . ■*

； いずれの国家その他の公共団体ニ強制共同経済の公共経済的活動も，一般に財政需要(経毀)と必 

■ ■然的に結びっいている。そめ結果として国家 • 公共団体の活動の決定は'一一•その活動を遂行すべき 

( か遂行すべきでないか，遂行するとすればいかに遂行すべきであるかの決定は，財政需要ニ経費と，

へ またその財政需要の充足に役だっための収入の決定とによって，同時に制約されることになる。そ 

•' • ，こで明らかに重大な歴史的事実として，国家 • 公共体の生活において，財政を支配し或いは決定す 

" . る‘人民の代表機関（議会）が，国家権力の保持者と相並んで，一般的にまた個別的に，国家活動の範 

り、 囲を決定することになる。 ，

ぐ. [ 財政需要:と国家活動,とは不可分な関係にあるから，この両者の関係を確定するために，財政学は 

次の 3 っの要求を示さなければならない。 すなわち， (1) 正当にして自主的な財政監督の機構 

:へ ： (Organisation) ( 2 ) 節約の原則を顧慮すること， ( 3 ) 国民所得に対する財政需要の関係を考慮（顧 

’ U：：" ••ド做’〉することである (S. 6 9 参照)。

この（1〉の要求は，闺家活動の施囲と内容，したがって，財政需要額が正しく節約して決定さ’ る’

… • ように人民の代表機関（議会）によって有効な財政監督が行なわるべきことである。その最善の保証 

—少くとも相対的に最善の保証は，いわゆ る 「立憲的予算経济J (constitutionelle Budgetwirtschaft)

1 ■ であるというo ,

; ， . この場合に政府と議会とは, 多くの点において，国家給付（Staatsletetungen) の売手と買手に類す 

’‘ • る立場にある。政府はその国家給付の価値一人民および社会に対する国家（国象洒動）の利益を過大 

、に評価して, その費用= 人民が負担する租税とそれに伴う負担（Bel秘 igimg) という犠胜を過少に 

V ，，評価することがある。議会はまたこれと逆.な評伽を行なうであろう。ところが，国家給付の伽値お 

, ‘ よびその费用を，一般的にまた個別的に，評定することは困難である。大多数の国家給付は無形の 

1 . 性質のもの（Immateriam&t)であって，また売却されることもない（UnverkHuflichJieit).がら，交換伽

• • 1 ——— 8 (116) 一—̂
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ドルフ• ワグナアの「財政学丄に 主 連 諌 頭 の 顧 游

値 （Tausclnverth)を求めることはで' きない。使用価値（Geb m i c h _ _ だけを， それも極,一般的 

に求め得るにすぎない。多くの共;酸 目 (例えば共励な中央諸官庁費，公債費, 徴税費そりほが）を， 

正当に配分することも決して完全には行なわれないから,費用を正確に求めることも困難である• 

そしで実践的には，既に遂行されている囯家給付の全体は殆んど問題とされないで，既存の活動 

のうちで，鹿止されるもの卖たは新た-に行なわれることになる個別的活動だけが，その価値と毀用 

とについて吟味されるに止まることになるという（S . 7 0 参照)。

(註〉 このヮグナァの章句は， 国家の財政活動が提供する国家給付の瘀在如A ib y w 金七、. i C 、が，「廃 

キ？れる部分」？托 ， ト$ なゎれる部分」に づ ぃ て は ふ (減少または増加する部分の） 

利益については測定することができる— その酬の増減部分（その 細 の 齡 犠 牲 ）については測定 

が可能であるという意味を含むごとになるであろう。この解釈については,また現代の財政学におけ 

る解釈につぃても，私はなお問題（疑問) . を残してぃると思う。

8 財政需要と国民所得との関係
- ■

■ . ■ . ■ - . . . .....ぃ ■

( 2 ) の要求である節約の原則（<ter Grundsatz der Sparsamk^it)は，すべての経済におけると同様に■ 

財政についても経費に関する主要な規傘（Hauptregel)として示されていることがあるが,この原則 

は決しT 絶対的な意味を持つものではなく， ただ相対的な意味を持つにすぎない一 _- 経費は無条件 

に抑制すべきであるという意味は少しもない。それは常にその目的に依存する。その経费によって 

作出する公共給付に依存するからである。 したがづて，節約ということは，決して国家家計の招導 

原則とはなり得ない。国象家計において（ぃずれの個別経済の場合とも同じょうに）経済原則の実現に関 

する 1 つの自明な利害得失の判断による政策的な準則（Khigheitsregel)であって，実践においては，

友うまでもなく， .しばしばこの原則から離れることがあるという（反 7 1 参照 この.点においてブ

グナァはフク（R ail)の解釈とは異なって，節約の原則は「正義」の要求するところであるとは云っていない）。

⑶の要求として，国家(その他の公共団体)の財政需要の国民所得に対する比例関係を顧慮するこ 

とは，常に正しい財政政策の最も重要な公準（p03tu la t )であって，財政学においでは1そのことを特 

に強く示さなければならない。 しかし国家支出総額を, 全く一般的に云って，または或る一定の時 

の或る特定の国において，貨幣貊または経済財に対する財政需要額= 経費額を国民所得に対する絶 

対額セ、示すか，または国民所得との比率として示すか，そのいずれかであるとじても___^家支出 

総額がいかなる程度にまで達することが許されるかという原則を明確に宠めることはで.きない。国 

民所得め一定率，または超えてはならない比率を求めようとする試みが，いままでにいろいろに行 . 

なわれているが，その試みは常に失敗している6 それらの試みは，国斑経済に対する国家の関係に 

ついての正しぃ有機的な解釈に拠らないで,誤った機械的な外面的な見解に拠っているからである 

という(S. 7 2 参旭)。
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アドルブ》ヮグナァの「財政学. I における主要課題の解釈 ■

ゥグナァは, 国家(公兆)経赀の絶対的および相対的な量•額を判断する場合には，国家給付(Stoats- 

leistung)の俩値（W erth)も，費用 (Kosten)も, . .それそれを（それだけを)切り離して考X •るべきてはな. 

く，常に両者を（その佃i値と毀Jliを)合せて考慮すべきことを強調する。そして通則として次のことが 

云えるという。

或る国家給付の直接の経济侧値が大きけれぱ大きいほど-~ー国家給付がすべての生産力を増進す 

ることが大きければ大きいほど-~~:また人民の最も必要な物質的需要を充足して後に残る国民所得 

の部分が多けれぽ多いほど-一 -国家収入のうちで租税収入によらない部分ニ営利事業(註国営企業） 

の純収入の部分が多いほど—— 国家経赀は，絶対額としても，国民所得との割合(比率) としても， 

増大することが許されるであろう（S. 7 3 参照)。 1

財政需悪と国K 所得との関係について，财政需惡を充たすことによって生ずる人民の犠牲(Opfer) 

が荷!1):であるという程度(ein druekendes M aass)に達するほどに財政需要か増大することかii午される 

かという問題になる。ここで，务 程 度 と い う こ と は , 人民の通常（一般的）に行なわれている正 

常な消费 （der ubliche Normalconsum)が制限され，通常の貯菩 (die iibliche Ersparung) が著しく強く 

減少させられ或いは全く停止してしまう状態を意味している。 しかし，もしこの状態がただ短期間 

の一時的な国家の緊急事態だけのことであって，その多額の経費を必要とする計画もその成果を収 

め得る見込があり, また当該国家もその茌続を妥当であると認める場合においては，その財政需要 

の増大も货定することができる。これらの諸条件を炎き，またその状態が継続的な状態になるかも 

しれない場合には，少くとも迎論的には（関係当事者一特に政治指導者にとっては極めて困難なことであ 

ろうが，少くとも现論的には)西足すべきである。このような事態は，衰えつつある国々.においては， 

しばしば现われ得ることであるという（S. 7 5 参照)。

9 財政需要= 経費膨脹の法則の問題

国家 . 公共団体の活励の拡大傾向は， r財政需要= 経費膨張の法則」となって現われる。

ワ.グナアは，進涉しつつある文明諸国K においては （bei fortschreitenden Culturvolkern)— われ

われはいまここではそのこと（註進步しつつある文明諸国民について）だけを取扱っているのであるが 

- 一- (regelmassig) , 国家の活動および公共団体全体が国家と並んで行なっている活動が拡 

大している結梁になっている（crfo lgt)ことが，時と所についていろいろの国々の総括的な比較によ 

って尕されているという。この国家および公共団体の活動の拡夬は，外延的 (extensiv)に，また内 

充的 (intensiv)な傾向をもって現われて1/、る一"^国および公共団体はますます多くの活動を行なって, 

すでにいままでに行なってきた諸活励と新しい諸活動（alten und neuen Thiitigkeiten)を，，ますます 

，充分にまた完全に (immer reicher und vollkommener)遂行して.いるu .このようにじて_ 民の経済的欲.
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アドルフ•ワグナアめ「财政学」における主要課題の解釈 

求，すなわち共同欲窜（GemoinbedUrfnisse) _は， ますます多..くまた同時に常によく国家およ.び公共団 

体によって充たされることになる。その.ことの明らかな証明は，数字的(ziffermKssig)に,国家および 

公共団体の財政的需埂の垧大ということに现われているという（W哪 er，Grundlegung der politischen 
Oekonomie, Dritte..Auflage, 1892. .S. 893 参照)。..

こ の 「国家公共活動の拡大の，法則j は， 财 政 に と っ て は に な る  

(Gesetz. der wachsondeiv. Ausdehnung d6r pinanzbedarfs)。 .、

この法則は，少くとi , 現代の文明時代の進歩しつつある文化的諸国尻についての細den fort­

schreitenden Culturvolkern,wenigsten unserer Civmsatior\speri<idc)経験的な観察の結來である（註 こ  

のヮグナァの「経费膨服の法則」なるものは，法則と云うに値するかという問題がある—— 私は近代資本主義 

の 発展段階としての帝国主義の第1段階に現われる必然的因泶法則ま た は 必然的傾向法則と云えると解釈する）。 

それは国民生活の発展欲望（EntwicklungsbedUrfniss).と, . その国民の発展欲望.に従って， .共同経済 ... 

殊に_ 家その他の強制共同経済組織と私経済組織との結合が変化したことの結设であると説明され, 

また根拠づけちれる。時には財政的な困難が，逆に<  の国家（公共）活動の拡大を妨げることがある 

が，.~ ^ その場合には逆に国家活動の範囲（Unifmig)が,財政の範囲によって規定されることにな 

るが一進歩しつつある諸国民の発展欲望が，やがてその困難を常に再び克服している。そごでこ 

の関係から，国家瘙費の増大一国家活動の拡大の経済的結果に対応するために, 財政制度はそめ収_ 

入経済において膨張し得る能力(ExpansionsMhigkeit)を持たなければならない.という要求が，财政制 

度に対する要求として必然的に現われることになる（この解釈はヮグナァの祖税原則において「財政政 

策的原則」に蕞優先順位をおいている理由になる。本誌16頁参照) 。 .

ここにおいて，可動性めないまたは可動性に乏しい収入源泉にのみ頼るべきではなく，近代の財 

政制度における.収入経済（財政収入）は，少くとも強ぐ収入に可動性を持つ (beweglich)租税と国家 

信用（公債) に$ 礎を置く理由になる。近代の国家家計（財政）の適正または適当な収入源泉に関する. 

1 つの蜇耍な銮本的な論争問題も，これによって簡単にまた確実に決定されるという（Firmnzwissen- 

sclmft, 3. Auflage, SS. 76〜 77 参照）。

. * ' . .  

1 0 近代国家生活においては予防主義（Prれventivprincip)が

優位を占めることの財政的結果について

. 、. • . . ... ：. . ' . V

財政制度の実践と理論にとってこれ匕劣らず® 喪なことは,財政制度の第2の 「法則=Gesetzj 
とも: ^ うべきものであ.っヤ，.それは発展し'"tV、る国家においセは’鎮压主義j (Repressivprineip)よ.
りも「字防主義-丨が優位を占めるという法則である。それは国家がその諸活動を遂行する技術的方 

法 ，ま'/ i は手段の変化に関連している。との変化は一方では，一般的な経済諸法則が「国家生座コ

.一-‘-..- 11 kj.19) •一.一
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アドルブ • ワグナァの「財政学」における主要課題の解釈

Sta'atsproduktion」の■領域に対ずる必然的な結果(Consequenz)であって，国民経済の全坐產過程I'こお 

い't ，資本殊に固宠資本と特殊技能の労働が次第に重要になるという法則の結果で'ある。また他方 

では，発展している国民が，法の攪乱はすべてできる限り避けようとする欲望を生ぜしめる。国家 

は内外の治安の攪乱の発生を未然忆防ぐ一般的な諸施設を作り，また予防的な措置を行なう。

好ましぐない事態が発生して後にこれを鎮圧する（鎮圧主義) よりも，その好ましくない事態の発 

也を予^>未然に防止しよう,とする予防主義が優位を占めれば，財政にとづては，なかんずぐ財政需 

要の時間的な配分が変わることになる。予防主義に基づいて国家の諸施設を整備すれば,平時の経 

常费は多いが, 事件の鎮圧のために要ずる経費は少い。また内外秩序の攪乱が起ることが少いから, 

その鎖庄のための経費も少くなる。例えば戦争が発生しても，予防主義によっで既に軍備があれば, 

戦命による特別め財政需要（戦費）は甚だしく増大しないし，短V、期間に終わり得る。これに反1>C， 

鎖圧主義による場合には戦費は非常に増大する。予防主義によって平時fc•国家施設を充実しておぐ 

場合には, 経費め節約に努めまだ秩序ある課税を行なうことができる（鎮圧主義による場合には，事 

件が発生してしまらてからではこれができない）。かくして，発展しつつある国家においては，財政的な 

理由からも予防主義の優位が認められるという（SS. 7 7 - 7 8 参照)。

, ゾ .......ニ .： :

1 1 「国民の発展欲望J と 「予防主義」を根拠とする 

.軍事費増大の合目的性の証明

1

ヮグナァの財政学説の特徴"一 殊にその歴史的性格は，軍事費に関する解釈に特に強く現われる.

ョ— 口ッパの諸国民および諸国家の政治的事情の現実に所与の諸関係のもとにおいて，さらにま 

たわれわれのすべての民生活，物質的また精神的文化の所与の存在条件のもとにおいて，平時に 

おいても適当な陸海軍を建設し準備することは，国家の権力妇的を遂行するために，外国に対して 

また同内においても法的秩序の保持をできる限り攪乱されることのないために予防主義を実する 

ためにも，避けることのできない必然的な袈求になる。常備の強力な陸海軍の諸施設を建設し準備 

することは, 労働力および財貨に対する多大の犠牲, 巨額の経費を必要とする。その犠牲と費用は諸 

_ の国民経済の著しい負担となる。しかしそれは負担としてばかり考えるべきではない。強力な軍 

隊が，法的秩序の攪乱を予防する手段どして，また安全な国民的また国家的妙立を保障すg 手段と 

して，国段経済的に持っている著しく大きい価値と比較して考えなければならない。軍備の如.国 

家施設が不袈であるか, または少い費用で作ることができれば,それは常にそうあるのが望ましい 

ことである。それは司法 • 警察 ♦風水窖の予防などの経費についても云えることである。 しかし现 

实の情勢がそれを必喪としているとすれば, その費用と，それによって生ずる価値とを比較して見 

なければならない。例えば, 軍備->取琳费について沄えば, 「法的秩序の保障とV 国民および国家め

.一■一' - 12(120) -，一一

アドルフ• ヮグナアの「財政学」における主-喪課題の解釈

独立という0 的によって悪請され，または不満足な政治的事情を改善しようとし，或いはまた過去■ 

の損害を回復しようとする必要によって:要請される限りは，それらの経费は正しい解釈をもってす 

れば，不生産的なものというべきでなく，全く生產的なものである」という（SS. 417〜8 参照)。

ヮ グ ナ ア は （1 ) 直接的戦費(国象経费として示されるもの）と， （2 ) 間接戦费とに区別する。間接戦' 

费はその国土および人民に加えられるあらゆる负担• 災厄 • 损害であるが，それは国内が戦場にな 

る場合に殊に大きい。また直接戦费より大きいことがある。このことからしても，戦_ を敵国の領 

土で行ない，且つ急速に勝利をもって戦争を終結するために， （直接戦费と問接戦費を少くする）軍備 

を平時において有効に盤備しておかねばならないことになる。かぐして近代軍備は,予防的に法の 

攪乱または戦争の発生を阻止し, またそれらが発生しても確実に®態を鎮f t する結果を収め，急速 

有効に平和を恢復ずる最善の手磁となる。 V グナァは予防主義に適合する限りにおいて軍事赀が国. 

民铎済的に生途的であるどいう。国家链費膨張め最大原因である軍事費の経済的合目的性の根拠を 

予防主義に求めT いる。しかしヮグナァが，「不満足な政治的事情を改めようとし， 或いは過去の 

損害を回復しJ ；うとする—一それらの目的のために使用される軍事費は生産的なもので毛る」と云 

っている場合には，そのことは .「国民め発展欲望j の実現が妨げられている場合を意味じているこ 

とになる。 したがって，そ の 「国民の発展欲望」の実現を可餡にする軍事費とその塯大は，国民経 

済的意義において生産的なも‘めであるというととになる。 '

ヮグナ7 が 「国家経費は国民経済的意義において生途的のものと認むべきである」というが,そ 

の国民経済的意義とは具体的な内容においては，その歴史的性格について見れば，資本主義的生產 

性 = 独占資本主義的•►帝国主義的生産性を認めているめである。

これらのヮグナアの解釈において, ゥダナアの財政理論呤財政政策理論は,ヮグナア自身の個人 

的な意思に係わりなく，客観的 • 必然的な結果として,帝国主義的財政政衆に理論的根拠を提供す 

ることになる。 .

へ 1 2 租税の目的と耝税原則論一租税の 2 つq 目的一 

純財政的意義と社会政策的意義

ヮグナァにおける租税の目的と租税原則論の解釈は，近代財政学における代表的な解釈である众 

ヮグナァは，租税は純財政的目的(収入調達の@的)と, 社会政策的目的とを持つと云う。

租税は純財政的意.義においては，一般公共経費の充足のために徵収されるが，それは国家の主檄 

—財政権に趣づいて，国家権力によづて直接にまたはその権限0 委譲により，国家 • 地方四体の公- 

共給付全体の一般的報偾および費用弁偵： として (註), ぺ般的原則と 標準に従づて， 一方的に決定ざ 

れる方法と額において， _ 別経済から強制的納付として徴収される賦課または公課である(柱国家



アドルブ• ワグナアの「財政学J における主喪課題の解釈

および地方公共団体を代表する政府の活動によって提供される_ 家 •公共給付全体に対する一般的報惯および 

奴用弁供という意味である)。

ワグナアゆ緯いて，租税はネi 会lie条的意義においては, 純財政的意義における租税とともに，ま 

たは承A ふ (zugleich oder allein)；既存の法的秩序および経済的秩序に鉴因して生ずる国民の所得 

および財産の分配に，また時にはその使用にまでも介入して，これを規制し変更しようとする百的 

に役だつ賦課または公課 Auflagen oder Abgaben であるという (Finanawissenschaft, Zweiter Theil,2. 

Auflage, 1890. S. 210 参照)。

M M ifoらA A における租税の概念にP 入、ては異論はなかったが，社会政策的意義における租税と 

いうワグナアの解釈については当時多くの学者の反論を招くことになっすこ。ワダナアの解釈では， 

財政収入の調達の必要を充たすためにということ（純財政的意義) とともに, または収入調滓のH的と 

は別個に一一収入調達の必要がないのに,いわゆる社会政策の目的だけのために課税されることに 

なる。租税の徴収において，負担の公正を図るために，所得の種類または所得額の大小などによっ 

て差別課税を行なうことは是認される。しかし, 収入調達の目的を全く離れて（i 命ふ),租税収入の 

必盟がないにも拘わらず, 各人の所得•財産の分配に権力的干渉を加え,.修正を加えるだけのために 

課税することは是認し得ないという反論が多かづたのである。ワグナアの租税の社会政策的意義の 

解釈を誘因とする租税の政策0 的に関する論争は1 9 2 0年代にまで断続して行なわれていた。ワグ 

ナアの解釈における租税の政策目的は社会政策目的と表現されていたが,現代における租税の政策 

目的は「経済政策の目的」に移行している (註私は国民の所得の匪直的再分配と，その所得の処分を規 

制する礼会政策H的を含めた経済政策目的と云うのが適当であろうと思う）。 そして現代においては， 租 

税に経済政策的目的があることについては，（殆ど)異論がなくなっている。

J

1 3 ウダナアの租税原則論

• . ♦

ワグナアの租税原則論は，アダム • スミスの租税原則論とともに，近代財政学におけS 最も代表 

的なものである。

第 19 lit紀の第3 四半期における租税原則論は，例えば J .  S . ミルの解釈に示されているよう 

に, 故本的にはアダム • スミスの租税原則論の枠を越え't：いない。ごれに反して，ワグナアの租稅原 

則論は新しい段喈を示すものである。ワグナアは, 租税政策，粗税制度の近代的段階を「課税の社会 

的時代j と表现しているが，その解釈の具体的内容が租税原則論のうちにいかに示されているかを 

吟味することも1つの进喪な課題である（本誌20K参姐) 。ワグナアの租税原則論はFinanzwissehachaft 

Zwoitcr Thoil,2, Auflage, SS. 292〜4 6 8に詳述されているが,ここではその諶本的解釈を袈約して提 

尔する。 . . •
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ァドルフ• ヮグナアの「財政学,における主要課題の解釈

ヮグナァは，財政学は課税を定めるための規準として，租税政策および課税技術の実践的規齙と 

なるべき最高原則を提示せねばならないという。そのためには，先ず第1 には同家公共体の財政め 

諸需要と，第 .2 には課^■を受ける人民について考慮せねばならない。それ故に，財政学はこの般高 

諸原則を，第 1 には財政の本質，第 2 には人尻に対する課税の作用から藤き出すべきである。')タ 

チァぼ粗税原則の歴史的 ‘ 相対的性質を繰り返し強調する。課税に関する諸原則は，常に必ず絶対1 

的なものであると主張することはできない。その諸原則の多ぐのものは，本質的に, 時間的‘場所 

的に相対的性質のものである。所年の文化的 • 経济的 . 技術的諸関係，その時々の围K 觀念および 

法的意識 • 国法め状態などに依苻するものであって，これらの諸耍因とともに変化する。との最高 

原則の或る部分は, 純論理的範畴ではなく, 歴史的腌疇に厲するものである。

• しがるに，ごのこi が必ずしも充分に認められていない。さらに個々の原則はそれだけで堪独に, 

t他の原則と切り離されて，規準となり得るのではなく，それぞれの諸原則が同一の課税問題にづV く 

て相並んで考慮されるのである（註ヮグナァのこの章句は，決して< ヮグナァが捉示している租税原則一 

課税という手段を合0 的なものにするための諸条件について，優先順位がないということを意味するものでは 

ない)。そのことから，通常その適用に当って個々の原則の制限または修正の必要が生ずること% な 

る。また理論として，具体的な場合について論証さるべきであるが，（実践的指遵原則としては)その 

適用において修正を加えることは，やむを得ないこととして容認することを，■最初から予め認めな 

ければならない。さらにこのことから，最高課税原則は多くは，相対的意味を有するにすぎないと 

云うことになる。ただ実践においてできる限りそれに接近することに努めなければならないR 標と 

.して，この租税原則を提不するのである。 しかし，財政学がいかなる脾度に.までそのことに成功す . 

るか一成功しないかは，. しばしば租税制度の措成，租税P 徴収方法などの財政的な諸要因によって 

決定されない場合がある一財政的な諸要因そのものとは全く関係なく，その時の所与の技術的.経 

済的 •文化的•法律的な諸要因= 諸関係によづて決される場合がある。この最高課税原則は，実際 

の租税政策の選択決定にづいて, 殊に個々の租税を選択するに当って,また全体としての租税体系 

の設定に当って，指導しなければならない。各個の租税をこの原則に従って検討し，この原則に従っ 

て提示される要求に最もよく合致し，或いはこれに反するこi が最も少い租税を選轵すべきである， 

これらめ諸要求が多くの条件を示し, またとれらを1 つのものに統合して実現することは突際的 

に困難であるから, 所-変の租税収入額を調達するためには，単」の租税では適当セないことは明ら 

かである。むしろ，すべての標準とな名べき規範をできる眼り実現する目的};こ接近しようとする指 

導的なM解をもって, 多くの種類を異にする租税を合目的に結合すること，すなわち租税体系を作 

るのが正しいことになる(Finanzwi 細  n—schaft, ZweiterTheil, 2.Aufla食e. S.f302 参照)。

ヮグナァの租税原則論は4 つの原則一^そ i i らの原則め内容としで9 つの条件か提示し て い る
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i 財政政策的原則⑴課税が充分な収入め調逹⑵可動的な (弾力性ある)収入を調達すること 

n 国民経済的原則⑶正しい税源の選択と⑷課税の効果と転嫁を考えて，正しい税植を選択 

V ::■するこ'と.ハ . '  . . .

m 公正の原則(公正な租税分® の原則） （5)課税は普遍に（6)平等であるべきこと 

I V 税務行政的原則(税制め論理的原則) (7)課税は確実に（8)納税は便:6：に⑶徴税费はできる限 

り最少ならしめるように努力すること 

ヮグナアはこれらの諸原則について優先順位を示している。

( I ) 而政政策的原則は，財政の本質より生ずるものであり，また公共家計一殊に国家家計につ 

いて設矩十べき最高の規脑から生ずるものである。その収入は財政需耍額によって決宏され，需要 

は収入によって充足されなければならないからである。財政政策的原則はすべての理論的課税原則 

および実践における課税の規範として，最優先の順位に膣くべきであると云う。アグ' ム•スミスと 

そ;の学説を継承する人ん= アダム • スミスの学派の人々は，その個人主義的見地に従って，個人に 

対する課税の公正= 課税の普遍 • 平等の原則が最高原則であると云うが， ヮグナアはその解釈を杏 

矩して課税の最高原則は，国家その他の公共体において行なわれる共同生活の諸条件の充足である 

という。すなわち，国家の維持と国家目的の充足のための手段の調達ということである（本誌11頁 

参照一一この間題に関速するシヱフレの解釈は，高木 • 大熊 • 古！!丨著「財政政策」113—4頁参照) 0

( 1 ) 課税の収入が充分なること (Ausreichendheit)という原則は，或る財政朋問における所ノi -の 

財政需要に対して，他に充记手段がなく，又は不充分である限り，課は財政需贾を充分に充たし 

得るものでなければならないという意味に理解すべきである。 ’

( 2 ) 課税の可動性 (Beweglichkeit)の原則は，課税が少くとも財政需要の変化に適応し,例えば 

財政需要のうちで租税によって充足さるべき部分の変化に適応し得る租税一また他の種類の租税そ 

の他の充足手段(殊に私経済的収入など）に収入の不足一減収が生ずる場合には，その減収を補填し得 

る種類の租税ん, 租税制度の内に■持っていなければならないということを意味している。

課梭が充分な収入を調违し，かつ可動的であることの原則は，課税全体の課彩と体系を設定するに 

当って，特に顧！t せねばならないことである。この点において，このことから生ずる耍求は，公共 

家計（財政）のその時の所与の諸関係に従って種々な形で现われる^ 財政需翦一般の大きさにより， 

また他の収入の存在および性質により1, さらに公信用（公債）を利用することができるかという確突 

性などその他によっても興なっ/ こ形態をとる。財政政策的原則は，租税休系の構成と税種の選択に 

とって一更に.また個々の税槌における徴収の形態• 賦課奄定の方法にとっても，特に:iTi翦な意味を 

持つことになる。

この場合に財政政策的原則の要求は，他の租税原則との衝突が生じやすいのであるが，.そのよう 

な場合には，できる限り狙税制度の設宠および税嵇♦徴収方法の選択に当って調和を図るべきであ
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る。 しかし’ 財政需要充足の必要は，臟政策的麵に決定的意義を与える—すなわち，財政政策 

原則に最馒先順泣を与えるこ.とになる。.

個々の租税か臟政策的原則の耍求を充たし得る*程度は，種々に異なるから，その財政政策麵 

値の判断および租税制度におぃてそれら各麵に与うべき地位が異なることになる。ここでヮダナ‘ 

ァは，各個の麵を間接消費税 , - 般 賴 税 ，固有の所_ および- 般財産税，_ 税 などにつぃ 

て，財政政策的卿の 2 つの条件口2 つの要求に合致し得る樺度を検討してぃる。

( n ) .国民経済的原則として， ヮグナァは正しぃ税源の選択につぃては，■こ租税は個人所得或 

ぃ賴民所得たけから吸収すべきか，個人財産 • 国民臟から , 或ぃは偏人資本•国民資本から吸 

収することも許夸れるかの問題を論究する。その場合に,個別経麵立場と国角経済的立場を区別 

して検討する。税種の選_ つぃては，課税の作用— それぞれの種の粗税が納税觀与える作用 

を顧慮し，租税転嫁の一般的研究が行なわれてぃる。

( t e ) ここで税源と税種のT正し_ 択丄とぃう条件におげる「R C 、j (r刚  課税ロ .
O , 宁韦麵済の発展 (ザ■容におぃては帝国主義段階へ移行しつっある資本主義経済の遞)， 

を妨げなW こめに-または促進するととに役だつように，適切.荽当な税源と税潼の選択を喪求してぃ 

ること穹意味してぃる。• •
税源となり得るもの择，所得または純収益，資本, 使用財産の3 つである，それら3 つの財源に 

つぃて正しぃ選択.を行なうためには; その判断に個別的 . 私経済的立場と国民経済的立場を，殊に 

資本課税につぃて，厳密に区別することが根本的に重要である。 しかるに多くの場合に，その重耍 

性が見のがされてぃる。課税における純財政的見地と' 社会政策的見地一租税の収入 |：_|的と社会政' 

读的目的と，を区別し，最後には租税収入の使用目的につぃても爾慮すべきである.といぐ 

正常の国民経済的税源は国民所得である。課税は長期にわたって見れば,国馬所得の税源のみか 

ら租税収入を吸収し得るのである一 また国民所得から吸収することが許されるのである。頻繁にま 

たは断えず恒常的に国民財産を侵蝕すること一特に国民資本を侵すことは，その国民資本の減少を 

生ぜしめて，その結果はやがて個別的経済= 私経済を困前させて，国民経済全体の衰微となり破滅 

うもなる。従って人口の減退ともなると云う。かくして国民資本の減少と人口の減退とは，.卤良み 

発展欲望を芘殺し，その国民の発展を不可能ならしめることになる。ただし, .国尻财産•資本に対 

する実質的課税が認められる例外は， |1 家の:取大危機の場合である。.しかし国民資本と個人資本と 

は区別すべきで灰)って，国民資本の課税を杏矩することは，，直ちに個人資本の課税をも，無条件に， 

杏定しているのではない。相続税のように個人財座に課せられる租税も，その収入の使途によ っ て ， 

は, 国民資本は必ずしも減少しなぃで，国民財産の1 部に対:する私有財産権が或る人から他のス力 

に移転するにすぎなぃ場合もある。

取実におぃてこのことが生ずるか西か，ぃかなる程度に生ずるかp それは第1，に租税収入の使途,

第 2 には当該課税今直接および間接の作用，殊に国民所得の各人の問の分配状態— その各人が処理
• , . . . . . . . . . . . . . . 丨
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する個人財産および資本の形成に関する作用によって規定される。

租税の作用を通じて各人の間に財産の移転を生ぜしめることになるが，その財産の移転をいかな 

る程度に生ぜしむべきであるか。或いは租税政策の因標として提示すべきであるか。それらは国民 

所得および財産のその当時の分配状態の判断により，特にこの分配が行なわれる法的秩序に関する 

判断によって左右される。

正常の国民経済的税源となるのは国民所搏であるが，それには一定の例外的場合があることを条 

件とする。その非常 • 例外的な場合には，国民財産または国民資本をも侵かさねばならないし，ま 

たそれが許されるのである。 しかし他の場合においては，国民資本はできる限り保護すべきである。

この原則から, 個別的な私的財産または資本の課说もその例外の場合にのみ許されて，正常な場 

合にほ個別的所得のみが正しい税源であると云うことにはならない。個別的所得は確かに主命な正 

常の税源であるが，社会政策的および公正の見地は別として，単に国民経済的見地だけから見ても， 

唯一の正常^ 磁源ではないゲこのととは国民所得（全体)：についても去い得ることである。

個別所得と並んで個別財産あるいは私的資本も，正当な正常税源として示し得る。 しかし，私的 

財産を税源とすることが許されるには，そ.の財産の発生原因, その目的,租税収入の使途などが示 

されなければならない。すなわち，その財産の発生が不労• 偶然的に取得したものか,その財産が 

資本か使用財産か，その租税収入の使途が経常费の充足のためか, 戦'費そのほか国家の非常事態の 

経费か，国家’および経済制度の大改苹一特に下層階級の（生活）改善と向上のための経費，すなわち 

社会政策費支出であるかなどによるのである。

( 4 ) 税種の選択については，課税の客体または課税標準を決定し,それに従って納税者を決定 

することは，_ 税権を行使する公共権力のなし得ることである。 しかしその税源を決定すること或 

いは租税負担者を決定することほ，完全に自由な流通取引が行なわれている場合には全ぐできない 

ことである。その流通取引に，法律的制限が加えられていたり,税法に或る命令および禁止が定め 

られている場合にも，制限された程度において決定し得るにすぎない。この点に関しては公共権力 

および租税法は多くの場合に，或る期待を持つか，或る仮定を立て得るにすぎない。課税を行なう 

場合に，これらの期待および仮定が，多少の蓋然性をもづて充たされることを望み得るにすぎない。 

或る租税法の意図または予想に従って，納税者によって究極に負担されるか，または納税者から他 

の者に転嫁されるかによって, 直接税か間接税となる。いかなる個別的所得または財産が，それが 

いかなる程度に，究極において或る一定の耝税の税源となるか一換言すれば，いかなる特定の者が, 

またその租税をいかなる額において, 租税法の意因と予想に従って, またはそれに反して,究極に 

おける担税者となるかと沄うこk は，私経済的流通過程によって定まるのである。この過程を総括 

7 して r租税転嫁j と云い，ヮグナブはこめ租税の転嫁に関迚して「租税め消転j  (A輯 lz_ ) を検 

討している。 , ■
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租税の転嫁は，租税の支払いが行なわれ,或いは租税の支払いを求められることに■よって 納税 

者 に （その行動に) 反作用を生ずる。納税者は自己の租税負迨を軽くし，或いはそめ負担を他人に移 

そうと努力するであろう。その場合に自己の所得を一自己の営利能力を一従って通常は向Q の生産 

能力を咼めようとするか，或いは自分が既に支払った租税の負担を他人に転嫁しようと試みる。そ 

の努力は流通取弓丨において租税転嫁として現われ，また国民経済における生産• 分配の或る変化， 

偭格搆成と所得形成の或る変化となって現われる。そこで究極においては,最初の課税容体および 

納禅者とは或いは全べ異なった税源と担税者に分配されることになる。この究極の分配が本質的に 

重-要な問題である。この究極の分配が正しい（適正な）国民経済的原則および公正原則一殊にこの公 

正原則の場合には平等の原則に適合しなければならない。故に，課税の理論および実践にとって近 

大な任務は，この転嫁を通じて生ずる租税の分配に関して，珙る租税体系および各個の槌類の狃税 

がいかなる作用を与えるかをできる限り確実に探求することにある。この探求の結果に従って，そ 

こで再び租税体系の構成，税種および課税客体（課税の対象）の択が行なわれねばからない。

■ ここ〖こおいてヮグナァは, 租税転嫁論に入る。租税転嫁の研究においては，自由私経济的流通'を 

前提として分配および価格の一般国民経済理論の若干の根本問題を取扱うことになる。先ず演繹法 

によって「法則J を求め，そしてその欠陥を補充し, 検査し，訂正するために，観察を加える一す 

なわち帰納法をとってこの転嫁傾向が事実において実現したか，或いはいかなる程度に実現したか 

を考察すベぎであると云う。

( I I I ) 公正 '(Gerechtigkeit)の原則に関しては「公正なる課税とは何かj を論ずるに当って，先決 . 

問 題 は 「公正とは何か」ということにあるが，財政学および耝税論におけるわれわれの目的にとっ 

ては，次の 3 つの点を明らかにすることが特に必要であり，またそれをもって足りる。 すなわち 

「租税の公正」は歴史的 • 相対的な性質のものであること，また租税の公正に関する判断は現代の 

私経済的自凼競争制度に関する判断によって左右されること，最後に，分業および技術の進歩の状 

態が，課税の実際の構造と実行上において，公正原則の適用に影響を与えるという3 つの点である 

と云う。 .

「租税の公正j ということは，絶対的のものではなく，時 i 所によって異なる相対的なものである， 

国民の文化によって条件づけられているものである。いまここでは，公正な課税という丨|!做iを，近 

代の文化的 .法治的時代についてのみ考察する。この場合に，われわれは⑶課税の普遍，（6)課税の 

平等の原則（Allgemeinheit, Gleichm如8igkeit) ということを近代的意味における公正の公迎と见ること 

ができよう。それは個人的および政治的(国民的p 自凼 • 平等の観念を内容としている- rすなわち，' 

個人と個人との関係において, 各個人が少くとも原則として国家その他の共同体の構成対として， 

普遍性の原則に従って納税義務を持ち,またすベての個人が相亙に平等に課税されるという窓味で 

もる。これによってヮグナァがいう公芷課税め歴史的内容が示されているが,々ダナアは納税力説
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をとるから，課税の普遍 • 平等ということは,納税力を有する著にすべて平等にするということに 

' • なる。そして自由競爭の行なわれる場侖の所得および財座の分配を，フイ. ジオクラア'トおよびアダ 

、• .ム • 、スミスのように，無条件に正しの一一唯一の公正なものと認めないとすれば,なごにウグ 

. ナアのいう「社会政策的課税」の要求が介入することfcなる。

V . . 普遍•平等の原則f c ,社会政策的要求が介入する結果として, （1 ) 錬税# 遍性にゥいそ小所得--特 

. (.に労働所得を全く免除するが，或る祖税（例えば直接所得税）の免除を疔なう (最低生砝费免除め社会的 •

. 孽求)。ある免税は他の高率の租税の調整のためばかりでなく， 貧者の負担を実賀的に軽減して，

‘ . 富者よりも相対的に軽く課税ずる£ めにも疋当なことと認められる。 ( 2 ) 課税の平等ということを，

- , 所得および所有財庫の絶対額の増加よりも，強度な累進度セ増加する瘙済的給付能力にできる限り 

: , 比例する課税という意味に解釈ずる6 すなわち, 根本的に累進課税を主張し, '单なる比例課税を否 

し ' 認、、するのである。 ，

パ ，， ' さらに；勉労所得よりも財産所得に重課し，ま穴累進課税において所得の源泉によらて差別課税 

• , を行なう。所得税の補完税として，奢侈税，財産税を課し，また投機利得などの不勞取得に課税す 

る。. 相続税の場合などのように実質的財產税(財產の一部を徴収することになる租税) を課する。さらに 

ノ抉我家族の多少などの個人的舉情をも考慮して課税する。

• ウダナアは租税に2 つの目的—— 純財政的意義と社会政策的意義を認めるのであるが(本認13-4頁 . 

’ .参照)， ワグナアが強調する課税の社会政策的目的なるものが,ワグナアの耝税原則論に辦実におい 

• そ現われているのは，この 「公正の原則」に関する場合だけであるごとが注目される一それはワ 

• クナアのいう「社会政策的粗税政策」 ’の実体的内容をボし.ている。..

ハ： ( I V ) 税務行政的原則の要求は，⑵課税の明確であること, ⑶納税の便宜を図ること, (9)徴税費 ’
' • • , . . . .

:をできる限り最少ならしめる努力を行なうどとという3 つの条件として示されている(Bestimmtheit -

der Bosteucrung, Bequemlichkeit der Besteuerung, Streben nach moglichst geringetl Erhebungskosten) c
■.へ . . - - ■ ■'  ■

ゾ ’ ワグナアのこの第4 原則は, 7 ダム . スミスの確実 . 便宜 • 節約め原則に該当するものであるが/

‘ - その原則が内界とする条件については，極め、て具体的に詳細な説明が加えられている（SS ,460—46き 

参照)。 .

般少徴税费の努力は，経済原,則を個別経済としての財政に適用したものにほかならない。微税費 

の問題にづいては, r固有の徵税費」' と 「固有のものでない徴税费j に区別する（固有の徴税費は午算.

, に乐されるが，「间相のものでない徴极費j ゆ，或る租税に伴って直接または間接に納税義務者が，法定の納税 

' 敎務を超えて负拟する個別的または国民経済的な费用で各る。この額は総収入としても国庳に入らない) •

、 最少徴税赀の原則一条件(喪求〉は 「個別経済としての財政= 国家 (公典〉家許j に対する経済原則 

’’ の適用として兑るばかりでなく，課税によって財政と国民経済とを結びつける場合に「固有の徵税 

费 J と冇のものでない徴税費 J の両者を合した徴税費全体の食担が，国民择済全体に対して最

' 20(128) —  I
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. 一7 ドルフ，ワグナアの「財政学j における主毁課題’の解釈

少となるように努力すべきであるという耍求を表わすものとして，—— ■すなわち,個別経済としで

の則政への私経済的原則の適パj に止まらずに，闰民|経済的原則の適用を现わすものに発展させるこ’，: 

と に な る '

1 4 財源選択論一 一経常費と臨時费の作用に結びっけて_

狃税か公肢かという財源選択論は， これまで多くの学者によって論ぜられているが，ワグナナは;; 

旧時の論者はその問題を取扱う場合に，それより前に考究すべき先決問題が存在することを見のが 

していると云う。いかなる経費が屁則として経常収入によって充足さるべきであるかという問遛ぜ' 

ある。ワクナァは, この問題を研究して始めて，国家信用 (公傲）を利用するととに関するすぺてゼ- 

論争（問題）を，正しい解釈に漭くことができるのであると云う。 -

いかなる支出は租税によって充足すべきかどいう問題，またいかなる交出は公債によって充足す.

べきかという問題は一この2 つの問題はともに, その先決問題が明らかにされる場合に，有機的胡.

係において理解され， 1 つの最高原則に還元して，それに従って前叨に解谷をかえ得ることにな'る _

と云）（S . .I45..参照)。 したかってワクナァの財源選択論は，. 実体的には,:.现代，の財政学の用.語七レ.

え ば 「狃税一支出Tax-Expenditure」と 「公 债 支 出 Loan-E xpenditurejの選択論である。 ‘

ヮクナァは経费の正しい充足方法ー财源選択の問題を，財政需要の経常費と臨時費の区別に一ふ .

の経政によって生ずる作相継続他による経常费と臨丨丨W のK 別に結びクける。 "；

その観点において, ワグナァは，総経费のうちで無条件に経常収入（租税）によって充足されなけ

れはならない固定した殺低限界（eine feste U ntergrenze)は，驻本的には (im Wesentlichen),経 ,_

の邰分であると:Z3；う。その最低限界は一また同時にその限度までは一経赀の必要を充たすため把臨:,‘,

時収入（公货）を利;TJすることがやむを得ない場合には，許され捋る最高限界（最大眼度）を示すこと’ ::

になる一それは臨時赀の| J的 • 性質 • 作 用 (Zweck( woson, W irkung)を判定して，公偾を財源と士:ノ

ることが許される場合である（ヮグナァが臨時毀というのは私経济觀‘ 国家経済的投資• 難 の .臨時奴:で.; 

ぁる)。 '

しかし一般に一すべての事‘情のもとにおいて'一いかなる範囲まで，経费の充足に利用するC と が ■’ 

許されるかについて判淀するには，なお検討すべき問題が残されているン ..へ

財貨および資本を使用するものとして，財政支出が国民経済にいかなる作用を表わすかについて::V:. 

の比政研九とともに， 2 つの収入調達の方法である租税と公债とが,個別経済から財貨または資本 

を吸收するものとして，国民経済にいかなる作用を生ずるかが比較されなければならない。 、' 

臨時収入は次の2 つの条件を備え 't いる屬合ー~ 结 1 に財政史出の因的松よび作用から觅てそめ 

利用か,件される場合(広義め臨時致に関+ 名 場 合 第 2 には，それと同時に臨時収入の調逢が，経常收

.
A'
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アドルフ• ヮグナアのr財政学J における主萌課題の解釈

入の調违よりも，国民経済に有利な影響を与える場合，または不利な影響を与えることが少い場合 

一 - 一 この2 つの条件を備えている場合においては，実際に経常収入よりも臨時収入を選択すること 

が許されることになる（S . 146, S . 147.参照)。

そこで理論として，また合理的な実践として，次の原則が得られる。

国家信用を瑰実に利用することは，前述の最高限界に対して極めて重大な制限を受ける。すなわ 

ち，財政支出の性質だけを考えれば，公債を財源とするごとが認容されると思われる場合にも，公 

債の発行を断念せねばならないことがある。その場合には経常収入（祖税)を増加して臨時費を充足 

せねばならないのである。

ヮグナアは， 財政需要の充足手段は原則として2 つであって， 経常収入一特に粗税支払能力 

(Steuerkraft)の利用による（租税)収入と，臨時収入一特に国家信用の利用による(公債)収入である。

そして, 課税と公債発行とは同一の操作（Operation)の 2 つの形態であって，同種の作用を持つが， 

ただその作用に程度の相違があると云う。課税と公債発行によって，国家経済的生産行程のために, 

国R 経済における個別経済から財貨が吸収されて国家において使用される。 しかしその財貨の使角 

によって国家において得られる「生産物」は，その持続期間を異にする。それ故に，その生産物を 

新たに作出する必要は繰返し発生するが，その期間の長さは全く異なる。この相違と結びつけて， 

また国家給付が⑴経常費によって実現されるか，あ る い は （2)臨時費によって実現されるかに 

従って, 国家給付を区別すべきである( S S .147—8 参照)。

⑴経常費によって実現される国家給付は，一般に(hn Allgemeinen),常に同一の期間内に（例え 

ば財政年度内に）全く消赀される。その場合には，基本的に，年々国家が作出する財に対する同一の 

窗耍が同一の方法において繰り返して現われる。それ故に，経常費を充足する収入は,流動資本が 

国家家訐に流入することを示し，その全筛値をもって，その経費をもって作出される財(大部分は無 

形の国家給付）の生産費となり，その年度の国民経済における年生產の総体価値のうちに参って行く。 

経常费を充足するために，国民経済から年侮に引き去られているものを一すなわち(その収入で）国 

家艾丨丨丨が私経済および私的共同経済全体のために形成（作出）しているものを，その国民経済は（ま 

たそのWW経済を形成している私的経済，および私的共同経済は)，国家給付の伽値という 'かたちで（im 

Werthe der ■ Staataleistimgen)，すな.わち収入として，その同一の期間に(年々）#び取り戻しているので 

ある。正しく決定されて’，租税などによって充足される経常費は，_実において苒生産的であると 

哀う（ワグナブはシユタインの苒生途説に従って，その経毀はその特有の経済的諸条件を常に丨IIから诃生産す 

ると云” 。(队 148, S . 1 5 1参照)*

 ---   22 {130) ■

アドルブ《ワグナアの「財政学j における主耍課題©解釈

1 5 財政収支均衡論の国民経済的根拠一短期収支均衡論と長期収支均衡論

. . . .  .. . ' . ….圓 _

，ヮグナァは. , 国家活動の範囲およびfe政機構が正しく決定されて, 経常費と経常収入が適度のも • 

のと認定し得る場合には，少，くとも経常費の綣額は経常収入によって充足するという原則を堅持す 

ることによって，財政的および国民経済的見地において2 つの大きな利益が得られると云う （そこ 

に財政収交の锥続的均衡を保持することの合目的性の根拠を示している）。 へ...::.

第 1 には，国家家計が「慢性的」（chtoniseh)な一また絶えず増大して行く歳入の不足に苦しむと 

いう危険を免れることでもる。

第 2 には国民経済全体における消費と生産との間の均衡状態(Gleichgewichtzustand)が—— 換言す 

れば，（その国民経済を形成している)多くの個別経済の欲望の充足と生産的給付の均衡状態が同時に 

保持されることである(!§_ 149, S.151参照)。
.ノ ... ■ .

(註} .  C.こで重要な意味を持っでいるのは,この第2の利蠱=財政収支の均衡を保持することの

根拠である。ワグナブにおいては，国家象計の収支均衡の継続的な保持と，国民経済における消毀と也 

'產の均衡保持とか同時に達せられる■こと.一一 前者が後者の均衡を保持するために必要な条件であると考 

えられていることである。そめことは，財政収支の均衡を失うことは国民経済における消费と生産の均 

衡；国民経済的均衡を攪乱するととになるという意味を含んでいる。したがって，もし財政収皮の均衡 

を保持することが，かえって国民释済的均衡を攪乱するという琪態が現われることになれば,ヮグ ナ ァ  

の財政収支均衡論は,ぞの現実的妥当性を失うことになる（その現実の®態は1930年代に現われる〉。

臨時費(私経済的投資，国家経済的投資，戦費その他の固有の臨時費) の作用として，少くとも通常には， 

将来の財政収入の増加, 国彖経済的一国民経済的生産力の増大，或いは将来の経費め必要額を減少， 

させる効果を生ずるとすれば，それらの経費を臨時収入（公債）によって充足しても，将来の公债利 

子および費用の負担は, それらの利益と相殺されて，財政収支の均衡は攪乱されないことになると 

云う（S.152参照;)。 . ，

(註> そこで，ヮグナァの財政収支均衡論にはるらふ血壹迤齒-があるということになる（このことは现代 

の財政学においても重要な意味を持っている)。(1)1年度ごとo = m M . i k m h i ^ k - k k m m h ,  (2) 一 

』時.的に.は収支の均衡亨保持しないが/数年度後において==長期において究極的には収支均衡を保持し得 

るという=長期•究極的な財政収支均衡論である。このは丨の収支均衡論が無視されて,（丨)の収文均衡論 

だけが各国の財政運営の実践的埤導理念に強く定着したことは道大な搞根を残した。

しかしワグナアは,臨時費が公債を財源とすべきことは必ずしも無条件には是認されないという♦ 

租税と公債とが，個別経済に対して，更にまた国民経済に対して与える作用には異なるものがあ 

る。国民経済に有利な作用を与え，または不利な作用が少い財政手段を選ばなければならない。租 

税と公债とにいかなる作用の相違があるか, まナこその程度をも考慮しなければならなV、 それによ 

って国家家計における国家信用の利用が許される程度に制限を受けることにもなる。
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アドルプ• v グチアのr財政学J に.知ける主要課顔の解貌

1 6 公債の— 類一一夤全の供給源康とその作用

ワグナアは租税と公債の作用の比較検討において，.課税に代えて公債の堯行による資金調達を選 

択する場合に，その源泉となる資本の種類r よって3 つの迤類の公:債を区別する。

⑴ 国 民 ;経済において現実に自由資金め状態に在る資本を源泉とする公債。

⑵ 外 国 の 国 民 経 済 の 資 本 か ら の 公 債 （̂|■国債) . （註.経済的先進国イギリスの公債論の内容は内国債で 

ちって• イギゾスが外国債を発行して外国から資金を辦入れる問題は取扱われていなかった)。

⑶国内資本からの公債であって，公債発行によってその資本が国内の他の方面の生産的使用か 

ら奪われるものである。
.... - 

これらの資本を源泉とする公賡匕よって充足される臨時財政需要二臨吟費の補類としては，私絲

済的投資，国家経済的投資，固有の臨時費（戦費そのほか）がある。

. 公佔は，それを財源として充足される支出の種類め如何によって容認されるということを，龠に 

前提とづる。そして国民経済の見地からすれば, 一般に, 課税よりも第1 種および第2 種の公債を選 

みといクしとか認められる。これに反して，第 3 種の公債の代りには課税を選ばねばからない。 し 

かるにこの笫3 種の公債が，全体として見れば国家信用を利用する通常の主要な場合になっている• 

故にその阪りにおL、ては，通則として，課税が優さるものといわなければならない。国家信用の利 

用には第 ,1 ® および第2 種の公債の特定の場合（註⑴国民経済内に現実に存在する遊休資金を公債発 

わによって吸収する場合と，⑵外国債の発行によって外囯資本を吸収ずる場合) においてのみ，諌税と比較 

して公愤発行の優越性が認めらるべきであるしその他の場合= 第 3 種の場合（⑶内国債の衡ロ。 

て途槊資金となるべきはずの国内資本を吸収してしまぅ場合〕にはすベて， .で 

きる限り，経常収入（租税）を選ばなければならないと云う。

全た公翩 j子 歧 払 い ; よび元本の難も，必ず常にこの経常収人によって行なわざるを得ない 

のであるから，経常収入（租税）ほ同時に国家信用の莲礎を示すものであると云 う •

公■ 行は，課税と比較して，無条件に不利な国民経済的作用を持っている。ここでその作用と 

いうのは国家経費の負担- すなわち総体の犠牲が，現代の個別経済に対して, 課税の場合よりも, 

不平等にまた不公正に分配されるというととである。剛所得の分配は，公債_いては租税に相 

ける場合よりも不平等となる。また,公债の贿を避けようとすれば租税に財源を求めることが必 

要となるか，そのために高度の苟迸な全体的な課税を行なわざるを得ない場合と比較しても，不平 

等となる《これによって, 生として, 下層 (労働者）階級が苦しみ, 公僚のごの作用は_ 階級の利 

士に決して合致しない。公僙のとのような作用は, 少くとも長期間fcは, . 国家財政（国家家わをも

辑することになる。

24(132)
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アドルウ♦，ワダナアの「財政学j における主要課題め解釈 ’ j

ワグナアはこの3 髄の公債め作用© ^ :刺を次め如く示して.ぃる。 .!

すべて3 種め公債につV、てその作用を区別する標準となるのは公債が国民経済全体に対して，生這 

および国民所得と財産の分配に対して作用し,また国民の下層階級の狀顏に対しても恐らく作用す 

ると思われる影饗で、ある。この場合には，これらの公債の作用 > 影響の一部または全部がまた課税 ：: 

と比較して，研究されなければならないと表う。 へ' ' ' ：' . .: . ' ,

⑴自由資金を源泉をする公債につぃては，自由資金と云う意味を，公債発行の当時におぃて 

実際に遊休状態にあって生库に参加してぃないで，その用途を求めている資金と理解すべきてぁ'る。 弋 | 

この種の公債借入れダこよって, 生産も労働者の雇用も何らの資本を奪われることなく，少しも生鹿， | 

を縮小しない。国内一般0 利子率 (金利）のマ般的騰貴を生ずることもない。故に, 国 内 の 資 本 が 自 | 

由匕使用し得る場合に蜂，その経費が容認し得る目的のためであることを前提とすれば，そ の 公 偾 ：| 

は是認す*ることができる。この場合には，公債は事情の如何によっては若午め副次的利益があるの | 

に反して，臨時的経費が主と‘ して問題となるような国民経済状態においては, 租税を増徴するこ，と I 

には特殊な困難がある。公債のために国内自由資未を現実に自由に使用し得る場合は突際に存在す0 '

るが，そのような場合は索に必ず存在するのではない。：資本は通常は或る一定の期間だけについて 

自由資金の状態に祐るのであって，他の時についてはこの証明ほ適合しないか，又は充分に適合しな 

いのである。自由資本を源泉とする公債は課税に優さるということは，たしかに正しいのであるが， ， 

しの猶類め公債はその実践的な重要性と利用し得る可能性. (practische Bedeutung und Anwendbarkeit)

が， しばしば想定されているよりも: , 甚だしく少いのであると云,う（jg .156参照)。

(註） 既に第 1 9 世紀の第3 四半期の英国において， ミルの「経済学原理」で は 「未使/〖j資本j の存在を認 

め，ま た 「資本の锦出」の3]！実を認め不いる。ここにも, 英国と比較して，第 1 9 世紀の第4 四半期に 

おけるドイツ資本主義瘙済の後進性という現実の事実を犮丨决している。

て :...、. : . . . . ' パ . . . へ. . . . . . . . . . . .… … ：へ ....... ..... . .
( 2 ) 外国資本を源泉とす夸公債(外国債）は；国内の資本が增加する作用を持つ限りにおぃて.

全体とし弋殊に有利なものと判断される6 第 1 に，自由資本を増加させる。それ故に，そ の 証 明 は ,

第 1 種の公債の場合と一*部分は同じことになる。それとともに, 「外国債の起債j め作j mこ関する賛
. .........

杏について特別の論拠が問題とざれるが，その論拠の.うちで外債賛成の論拠のほうが外偾反対論よ 

りも重要である。国債でない他のいずれの外国債も，瑰代の国際経済関係においてその国内と外丨5|

の金利片大きな相違が尨る埸合には避け難いことである。国债という形態の外国僙の場合にも冋じ 

危険を感ずることがあるとしても，外闺債によっセ与える利益は同じではないから，外国偾の起偯 

に反対する論拠はそれだけ弱くなるで:あろう。 .

外国债が国内の!H由資本を増加させる場合には，生座的に使用されるはず.の国内資本を源衆とす 

る公後= 第 3 撤の公偾ど比較して，また平常の課税および過抵な課税(通常の消毀と通常の私的資本 

形成を制限十る_ 税 一 本 訪 1 0其参照) と比較して，国段経済的に有利に作用することができる。
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アドルフr ワダナアの「財政学』における主翦課題の解釈

外国般によらなければ必要となる消赀または生産の制限を防ぐことがで、きる6 外国債によって調達 

した資金の使用0 的一経赀を区別して，一すなわち，私経済的投資および国家経済的投資などの生 

産的-—自a 収益的な便川の楊合において，ま た 「固有の臨時費」の場合のように不生産的一資本消 

耗的な使州（その主要なものは戦费の充见）に関する場合においても， 国民経済由に有利作用する。 

「固有の臨時赀」の場合には，外国偵によらなければ，戦爭め遂行その他のために国内資本が生產 

的川途から奪われて消純破壊されるので，当然に生座の制限 • 縮小が必要になるが，外国債によぅ 

て外国資本を利用するごとによってその国内也産の制限• 縮小が防i t される。私経済的投資およ沙 

围家経済的投資に使用される場合には，外国偾はこの国家経済的投資訐画と並んで,私経済的生産 

の範四を維持することを可能ならしめて，その起依によって国内から何物も奪われないのである。 

すなわち，国家の生產的使用をここに加算することを認めれば,外国債は総生産め範囲め実質的拉 

.大を可能ならしめることになる。 v

外国债借入れのi s 犬な国民経済的不利益は，外国愤の元利償還が対外的負担を生ずるこi にある 

? ：云う見解一それを埋丨t iとする外国防反対論に対して， ワグナアは次の如く云う。

公偾が不生産的尚的(例えば戦尔）のために使用されたとすれば, 常に囯民資本の破壊を生じ,自 

国の国敁経済および国w に圧迫を加えることになる。もし，国内め既に使用されている資本からの 

公依•または租税を財源として充记すれば，その資木の破壊は国民経済および'国民に直接にいっそう 

強く影響するであろう。国R 所得は即時に明確に縮小するであろう。外国資本によってこれを避け, 

その庄迫を軽減し，利了•の対外的支払いを:R期にわたつて分配し,富が増大して利子が低下する後 

年にまで元本の償還を延期することができる。殊にその利子は,その外国資本を使用することがで 

きなければ全く得ることができなかったはずの国民所得の一部分を支払づているととになる。外国 

資本を借り入れた当時に，それが生座的に使用された場合には，特別の利益がなおきらに明白であ 

る。全体の国K 経済的発展は外国資本によって，外国資本を利用じなかった場合に可能であるもの 

よりも，いっそうに大きいものになる。国民所得および国民財産に対する増加分は,•外資利子およ 

び後年の元木似還の対外支払いを控除してなお佘りがあることfcなる。

外围侦について不利な点として，外国に対する依布性を増大させると沄われている（その理由iこ 

よる外_ 依反対論がある）。これに対してワダナアは，これは必ずしも公債に限るものではなく，他の 

私偾としての外囤愤の場合と異なるものではない。この危険に対する最良め予防手段は,慎重な国 

'内政策’ (eine vorsichtige heimische P o litik )である。また一部は，適切な割引政策そのほかO全融措 . 

置であると云う（S S . 157〜162参照)。

( 3 ) 国内資本を源衆とする公依であって，その公侦発行のために国内の他の生産的用途から奪 

われることになる公偾についての判断は， ⑴および⑵の公偾に対する判断とは,本質的に興なっ 

たものとなる。このパ(について， ワグナアは英国丨の経済学盎（例えばミル）の反対論を全体として正

アドルフ• ヮグナアの「財政学」における主-喪課題の解釈 

しいものと認めている。例えば，資本を標準として課税されて，資本から支払わよ{ることになる突 

質的資本課税一或いは租税負担畓の平常の消费と資本増加を減少しまたは资本の増加を不可能fこす 

るほどの過逭な課税，一または高度の突質的な所得課税であっても，恐らくこの顧の公辟と比較すれ 

ば，国贝経済一殊に国捃所得の分配に対して不利な.結果を生ずることが少いであろう。根本的に云 

えば，この内国偾および内国課税は，国民経済おょび国民に対して，1 つの全体として兒た場合には 

同種の作如を与えるが，その程度について見れば，課税の場合と比較して， この種の公腊の作用の 

ほうが弊访が多い。国民の各種の経済的階級を区別すれば，課税と比較すると，公侦にょって有産 

者一すなわち公偵-に応募し't：資本を提供する人4 に利益が与えられ，無產者土下層め労働者•階級に 

は不利な結來を生ずることf cなる。国尻所得総額のうち，無産若一下層労磡者階級の人々は，少い 

部分を収得し，公债に資本を提供し得る有産若は大きい部分を収得することになる。この国民所得■ 

から国家の財政需要が充足されることになる。资本家は，従来の資本の炤途から得る利澗ょりも，

• 大きい利潤を得る見込にょって，公偾に応募する刺激が-ケえられる。冬れ故に，これらの階級の人 

々に対しては，特に消费を制限したり，新しい资木を形成する/こめに節約を大きくするか，或いは： 

生産的活動を;I f加するなどの特別の動機(動因一Motiv)は公债の場合には存在しない。その結果とし 

て公僙の場合には，国民のうちで, 資本を所有しない一したがってまた公债に参加しない階級，讀  

殊に労働表大衆を犠牲として，国民所得または财產の1 部分が国家の処分に移きれることになると 

いうおそれがある。これに反して，すべての階級に等しく課税する場合には，資木所有*もこの負 

担について囱己© 部分を分担しなければならないことになる。また課税にょる所得または資本に加 

えられる损失を，消费の適当な調節一節約にょって，または生産性の増大にょって回復しょうと 

する刺激が加えられると云う（S S .162〜163参照)。 入

ヮグナァは，耸依资金の供給源衆にょる3 猫の公偎の作用と，その公僙資金をt ハて充足すベ含 

経費の種類によって次のように結論する。 ‘

，国家信用の利ル〗ほ，全く公偾資金の一定の使用目的についてのみ許され得るが，経常費め充足に 

公債を財源とすることほ許されない。また, たとえその支出H的から兄て公債の利用が許される.と 

しても, 起債はできる限り，现突に自由資金の状態にある国内資本と外_資本を供給源衆とする公 

债め場合に制限ずべきである。戦致その他の固海の臨時费を充足する場合には, なおさらに制限す； 

べきである。これに反して，国家経済的投資の需翦ほ，遊休資金でない国内資本荃供給源泉とする 

公俊によって充足しても, そ© 弊藉が少い。また大規模の私経済的投資の資金需贺は，この猶の公 

俊によって充足することも正しいと認めもれ急と去うみ 

かくして，経常費•臨時費の充见のために，経常収入，特に粗税収入が膨張力を持つべきである 

と云う惡求を生ずるのゼあると云う。

(註） ヮ> *ナアの租税か公依かの財溆透択論は, FinanzVパss6n日bhaft，3. Auflage, S S .145-169—  Sch6on--
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アドルフ• V ダナアの「財政学」における主35課題の解釈

berg, Handbuch dor politischen Oekbnomio. Band III. Adolph Wagnor, Die Ordnung der Finanzwissen­

schaft und der offentliche Kredit. (4 Auflage, 1 8 9 7 )に刀くされている。 ‘

1 7 あ と が き

現代の財政学において，ァドルフ• ワグナアの学説は必ずしも理解されているとは云えない点が 

ある。或いはむしろワグナアの学説から目をそらしている場合すらあるように思う. 。 •

現代の財政学若のうちでも， ドイッ系の学者を除いては，例えばイギリスの代表的な財政学書の 

ひとつとして，U . K . ヒックス.の 「財政学」においては，ワグナァの財政学説の強い影響をうけ 

ているバステブル（Bastable)の解釈は参考しているが，何故かワグナァの解釈は全く無視してい 

る 现 代 の 英 • 米の財政学書においてワグナアの財政学に理解を乐しているのは， マスグレープ 

の r財政理論」 (1959,木下和夫監訳）と， ピー：？ックとワイズマン. (Peacock and Wiseman) 共恶の 

rThe Growth of Public Expenditure in the United Kingdom, (1961)j などである。現代のわが 

国の財政学老においても，ワグナァがいう「経费膨張の法則」なるものは，法則というに値しない 

と判断している人々が多い。

しかし私は，近代資本主義の発展段階としての帝国主義へ移行,している段階-►帝国主義の第1 段 

階におぃて発现している政治経済的现象に関する必然的な因果関係を示している因來法則であり， 

また資本生翁の発屁における必然的な発肢傾向を示している傾昀法則でもあるという意味において， 

电 則 」と云うに値すると解釈している（木誌1 1 J t 参姒)。資本主義諸強国がその政治経済的発展の必 

然的な結果として帝国主義の段階に移行し，その拡大発展を_ はた帝国主義段階の第1 期は， ヨー 

ばッパ資本主義について云えば第1次世界大戦までである（1920年代には既に拡大発展の段階を終わっ 

て停滞の段階に入っている。しかし，ァメ丨）力資本主餞を含めた世界資本主義としてみれば, 1930年の世界経済 

..'恐慌ま.でを，：そ.の第1期.と.云え.よ.う）.。財政現象か歴史的'現象であるこ ..とを考兄れば，现代則政の社舍経 

済的機能とその歴史的性格を理解するためにも， その先行段階（帝国主義の第1段階）における代表 

的学説として， ワグナァの財政学説を理解することは重喪な意味を持つであろう。 （木稿でマスグ 

レーブそのほか外国の学岩の解釈およびわが国の諸学者の解釈を検討する予定であったが，既に所 

宠の紙数の种を余りに超えたので，次の機会に譲ることとする。）
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吟

_

_

_

_
_ 

し
.*- 

f

t
 
-

-

-

-

-I

 
を

-

-

-

-—

I

!

 

f

 

f
 

i

 

--------

-
-
ト

？ 

c 

, 

5

 

E 

—

-

-

-

-

-

-
^

f
j
r 
J
f
p 

h

^

-
J
u 

k
f
, 

h
H 

? J
4 
i
y 

1
 

S

S
 

、

一
 

* 

t

i

v

.

.

:
 

.

■.
r
 

.

ご

.，

，

ぐ
'

…

こ

匕

.

P

膝

i
i ：
a
1!

II
為

a f l 組 合 主 _ へ の 挑 戦

 1900〜 1914年における対立と斗金•一一

川 田 寿

は じ め に

. i ... •..，パ. . ' . ’ '-.:.:.--.、，:-」て':

すでにみた独占形成期における，A F I ,の雜粋組合主義またはbusiness u n ioh ism の定着化は， 

ァメリ力資本主義か売展の基盤を強イ匕する過程において，当時として体制が許容しうる细動者め組 

織と雛の限界を示したものともみられる。また，このような形に労臟合の方向を魏化させえ . 

たことは，アメリカ的労使関係の初期の特質でもある。

しかし，その反面，急速な資本主義の発展とその社会的燃響は，.他のアメリカ社会の特質である . 

人民民主主義の題 j と，広机な急進的労働運動の抬臟開をともなった。 この急進主義のはげしい 

4 / トは，その後アメリカにおける極端な反左翼思想を固定化させ，労使関係に知いても左冀勧:■搫の 

ために，あらゆる手段を展關させることになる。

また，この時期の反体廳想と運敝，'アメリカにおけるこの種の迎動の多様な麵を明示して 

いる点で，特に注0 に値するものがある。さらに，諸民族の“るっぽ，，といわれるアメリカ社会特 

有のダイナミツクな性格と資本の強藜ともみられる積極性をも露呈している。

> 1 節 社 会 主 義 と 勞 働 組 合 ‘

A F L  .と社会主義者：すでにみたよ .う'に純粋組合主義者た.ちは，'，使用者の反撃を..う.けな.が.ら..も:，

その艰認をうるために②力し，娜 獅 の 麵 の 上 に ，成 る 雛 :の碰を続けた。この細 ;主義は,1 

フメリカ的な生座渚意識とはちがったニっの点で，社会主義の影響をうけていた。第 1 は貨労働者 

のみの階級的排他的紺織を固守することであり， は経済問題を筑視し，決 してこれから邏し 

ないん（（3あった6 G の一点を労做)組合の驻木路線として固執したため，A F L は保守的となり‘努 

ま鑛級本来の戦 ■ を抑制し，排除することになり，資本主義構紐化に対応して労動の利益 

を守る使命を放棄し，ひたすらこれに順応すゼことになったのでぁる

2 9 0 5 7 ) —


